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要旨：本稿は東日本大震災三年目、災害社会学（生活再建・コミュニティ再興）を専らとする筆者の取り組み
の軌跡・覚書（）である。前稿（）（大矢根,２０１３a）では、震災二年目の各種調査研究（実践）体制の展
開について、（本務校）専修大学系連携事業（含・学生のゼミ合宿）、（学会加入している）社会学系４
学会活動、（筆者のプロパー領域の）日本災害復興学会、（長年依拠しているところの）早稲田大学地域
社会と危機管理研究所、災害人類学研究会（文化人類学的地域研究）、をあげ、次いで一年間の２０回余の被
災地訪問（現地調査を含む）を概観した。あわせて、当該研究の社会的還元の実情を、当震災に関連して展開
を見せる非・未被災各地の防災事業への筆者の参画状況および刊行物をもって示した。本稿・今年度は、前稿
同様の項目立てで研究実践活動の経緯を記しておくこととする。
キーワード：生活再建、コミュニティ再興、小渕浜、大槌、自助
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特に被災地では、「一年経ったら三年目」という言い
回しをよく耳にする。これは風化・温度差を嘆く言葉で
もある。２０１１年３月の被災、これは、２０１０年度末の被災
であること、そして被災直後から三週間の struggle（奮
闘努力）を経て、一息つく間もなく気づけば２０１１年４月
１日となっていて、三週間しか経っていないのに、世の
中はもう次年度となっているということ。そして２０１１年
度の丸一年は、復興構想会議だとか‘コンクリートから
人へ’だとか、被災の現場は政争の具にこそされ放った
らかしのまま一年が過ぎ（木っ端微塵の防潮堤の瓦礫も
そのままに放置されて）、２０１２年４月１日は、あれから
丸一年と三週間しか経っていないのに、世の中は三年度
目に入っている。「もう三年もたったのかぁ？」と無慈
悲・無責任にも確信犯的に勘違いしてみせて過去のこと
として葬り始める大都市の輩は、対応が鈍いと政府批判
を口にしつつ、その同じ口で被災地の瓦礫処理協力を断
固拒否し続けた。
本稿（）では、筆者自身の参画する震災三年目の各
種調査研究（実践）体制の展開について、まずは、本
務校の専修大学系連携事業、筆者が学会加入している
社会学系４学会活動、筆者のプロパー領域の日本災害
復興学会、筆者が四半世紀前より参画し拠り所として
いる「早稲田大学・地域社会と危機管理研究所」、そ
れとほぼ同年来の研究交流を重ねている災害人類学研究
会（文化人類学的地域研究会）、をあげる。次いでこの
一年間の１０回余の現地調査を概観・記録する。あわせ
て、当該研究の社会的還元の実情を、当震災に関連して
展開を見せる非・未被災各地の防災事業への筆者の参画
状況および今年度の刊行物をもって示しておくこととす
る。なお、前稿（）では２０１２年１２月の入稿時までを記
したので、本稿では２０１２年１２月末より２０１３年１１月末まで
を記しておくこととする。
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本務校・専修大学に関連しては、石巻専修大学、
専修大学が主導して展開を見る被災対応をあげておく。
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石巻専修大学は、震災後に発足した復興大学１）の「地
域復興支援ワンストップサービス・プラットフォーム」
事業の幹事校となっている。
この連繋の枠組みで昨年度は、冷凍倉庫等での電動フ
ォークリフトの高速充電・災害時電源利用調査等のク
受稿日２０１３年１１月２１日 受理日２０１３年１２月２日
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リーンエネルギー開発、ITCオープンカレッジ、地震を
テーマとした観光産業への展開可能性、携帯型心電計を
用いた被災住民の健康増進活動等々、実に多様な取り組
みが展開されてきた（復興大学石巻センター,２０１３）。
筆者は災害社会学プロパーとして、石巻市牡鹿半島の各
浜・浦の養殖漁業における漁業権への企業参加のあり様
についての実証的研究立ち上げへの参画が打診されてい
たが、復興大学（石巻専大）コーディネート部局との企
画調整がなかなかうまく運ばず、その代わりに、筆者の
積年の災害研究実践のパートナーである宮定章氏（NPO
まちコミュニケーション代表）を同コーディネーターに
推薦し、その一角に参画してもらって、氏が調査・側面
支援している牡鹿半島・雄勝地区の復興まちづくりを一
対象に据えていくこととなった。
石巻専大では、各種復興プロジェクトの実施主体の一
翼である同大学・大学開放センターのセンター長がこれ
までの若月昇教授（工学部）から杉田博教授（経営学
部）に代わった。トップが代わったこともあり、今年度
からは特に「復興における観光」も前面に据えられ、大
学開放講座の統一テーマとして「復興の道標」が掲げら
れて研究成果が還元されつつある。また、同講座を担当
する経営学部の丸岡泰教授とはこれまで、復興・観光に
関してインドネシア津波災害の知見を議論する機会もあ
り、今年度は１０月末に開催された石巻専大でのシンポジ
ウムにお招きいただくこととなった。
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文科省・私大戦略的研究基盤形成支援事業として位置
づけられる専修大学・社会関係資本研究センターでは、
震災発生を契機に同センターに通称「絆プロジェクト」
を設置して、上述の石巻専修大学の被災地復興研究実践
と連繋をはかり、各種シンポジウム等を企画・実施して
きた。
今年度はこの一連の研究成果が授業カリキュラムに反
映されて、生田キャンパスで全学部全学年配当の教養教
育科目「総合科目１０６：東日本大震災から学ぶ持続可能
社会への視点」がオムニバス方式で開講された。筆者
は、同センター代表・原田博夫教授の初回「講義ガイダ
ンス：社会関係資本の観点」の翌週、「防災・減災・復
元力」２）と題して講義を担当した。
また、同センターでは通算五年目・最終年度の研究成
果の報告会として、２０１３年７月末に国際カンファレン
ス３）を開催し、諸外国からの来賓をご招待してエクス
カーションを実施し、北茨城の津波被災地をめぐって原
田代表の知己をたよって北茨城の五浦観光ホテル別館・
大観荘（横山大観の別荘）に宿泊した。復元・再オープ
ンとなった六角堂をはじめ、宿泊がかなった趣深い豪奢
な造りの日本庭園家屋に接して、諸外国からの来賓も嬌
声をあげていた。
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社会調査士実習（３年生選択必修）の授業には、東日
本大震災の現場から多くのゲストがたずねてきてくれ
た。石巻市の牡鹿半島・雄勝町からは、「雄勝地区を考
える会」事務局長・阿部晃成氏がたずねてきてくれた。
…国庫補助事業の防災集団移転促進（防集）事業を活
用した内陸部への高台移転を計画。防集事業を活用す
れば、地方負担は実質ゼロだが、津波被害を受けた地
区は「災害危険区域」に指定され、住宅新築が制限さ
れる。「海と共存する町ができないか」。阿部さんら住
民有志が設立した「雄勝地区を考える会」は２０１１年１２
月以降、まちづくりの議論を重ね、高台移転と浸水域
のかさ上げなどを併用した復興案を市に提案した。し
かし、仮設住宅に分散した住民に情報が十分伝わらな
かったこともあり、同会の案は受け入れられず昨年
末、高台移転が決まった（『毎日新聞』２０１３年１０月１６
日）。
生まれ育った街が復興事業で消滅させられてしまうので
はないか、との危惧を抱いた阿部氏は、十五年超の活動
実績を重ねつつ震災復興のまちづくりをボランティア・
市民活動の枠組みで展開する神戸市長田区御蔵に拠点を
置く、NPOまちコミュニケーションをたずねて交流・
相談を重ねてきた。同 NPOの理事を務める筆者のとこ
ろにも、実習授業の時間帯・タイミングを見計らってた
ずねてくれた。
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筆者の所属する社会学関連学会では、日本社会学会・
地域社会学会・日本都市社会学会・環境社会学会の４学
会体制で研究会が組織化され継続された。
昨年度・２０１２年度初夏に環境社会学会八郎潟大会が開
催された。大会初日、学会編集委員会主催の検討会が、
学会誌１８号特集「環境社会学にとって『被害』とは何
か」（写真１）をまとめる堀川三郎編集委員のもとで開
催され、筆者も投稿者としてこの検討会に出席して「被
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災へのまなざしの叢生過程をめぐって」と題して報告し
たが、筆者にとってはこの四半世紀、大学院時代から机
を並べて議論を重ねてきた堀川三郎教授（法政大学：環
境社会学）と、かねてより環境社会学と災害社会学の接
点を探りたいものだと語り合ってきたことが、この第１８
号でついに実現した。堀川先生は筆者の論考（大矢根,
２０１２, pp.９６－１１０）を、
災害社会学のフィールドワークが、見えにくい被災者
カテゴリーを発見する力を持っている…。「在宅被災
者」と「自宅小規模避難所」という新たなカテゴリー
を発見し、概念化して「見える」ようになってきた
…。環境社会学は、見えない状況におかれている被害
をいかに可視化していくのか。災害社会学から問われ
ているのは、この点であろう（堀川,２０１２, p.１７, ll.１１
－１５）。
と読み込んでくれた。
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この４学会体制は今年度、日本学術会議社会学委員会
の提言（写真２）につながっていった。同提言は、舩橋
晴俊教授（法政大学：環境社会学）を委員長として、被
災以降の以下の学会活動をとりまとめる形で２０１３年６月
２７日に提出された４）。
・日本社会学会／「日本学術会議社会学委員会東日本大
震災の被害構造と日本社会の再建の道を探る分科会」、
地域社会学会、日本都市社会学会、環境社会学会の４学
会主催・共催による連続的取り組みとして、以下があげ
られる（ が筆者の登壇した部会等）。
（１）第８４回日本社会学会大会、日本社会学会研究活動
委員会テーマセッション（１）、「東日本大震災を考え
る（１）―社会学への問いかけ」、「東日本大震災を考
える（２）―社会学からの提起」、２０１１年９月１７日～１８
日、関西大学千里山キャンパス。
（２）環境社会学会・日本社会学会（研究活動委員会）
合同研究例会「福島原発事故の被害とコミュニティ：
避難者・受け入れ地域の調査から」、２０１１年１２月１０日、
関西学院大学大阪梅田キャンパス。
（３）社会学四学会合同研究・交流集会（日本社会学
会・地域社会学会・日本都市社会学会）第１回「地
震・津波・原発災害から１年 被災地復興の現状と課題
を考える」２０１２年３月５日～６日。
（４）環境社会学会研究例会「子どもと放射能―市民活
動の実践と課題」、２０１２年３月２２日、明治学院大学。
（５）社会学四学会合同研究・交流集会（日本社会学
会・地域社会学会・日本都市社会学会・環境社会学会）
第２回「原発避難を捉える／考える／支える」、２０１２年
６月１７日、明治学院大学。
（６）公開シンポジウム・シリーズ社会学から、東日本
大震災を問い直す １「東日本大震災・再生への道程を
問い直す―社会学と計画学との対話」、主催：日本学術
会議社会学委員会東日本大震災の被害構造と日本社会
の再建の道を探る分科会・科学研究費基盤（A）「東日
本大震災と日本社会の再建―地震、津波、原発震災の
写真２ 日本学術会議・社会学委員会提言写真１ 環境社会学会誌『環境社会学研究』
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被害とその克服の道」プロジェクトチーム、共催：日
本社会学会、環境社会学会、地域社会学会、日本都市
社会学会、協力：日本都市計画学会、２０１２年７月２９
日、東北大学川内南キャンパス。
（７）第８５回日本社会学会大会、日本社会学会研究活動
委員会テーマセッション（２）、日本学術会議社会学委
員会東日本大震災の被害構造と日本社会の再建の道を
探る分科会、共催：日本社会学会、「震災問題を考える
（１）リスク社会における『社会と科学の関係』」、「震
災問題を考える（２）再建への課題と展望」、２０１２年１１
月３日、札幌学院大学。
（８）社会学四学会合同研究・交流集会（日本社会学
会・地域社会学会・日本都市社会学会・環境社会学会）
第３回「原発避難を捉える／考える／支える（２）」、
２０１２年１２月２３日、法政大学。
・これらの社会学研究者による調査活動とその成果の一
覧は、日本社会学会のWebサイトの「東日本大震災関
連ページ」で公開されている５）。
・また、２０１１年７月に発足した社会学者による震災情報
連絡会の開催、その有志による科学研究費補助金総合研
究 A「東日本大震災と日本社会の再建－地震、津波、原
発震災の被害とその克服の道」に基づく研究調査活動が
進められている。
・そしてこれらの研究蓄積から「大震災研究シリーズ
（仮称）」として３～５巻本の刊行が予定されていて、現
在、舩橋教授、田中重好教授（名古屋大学：社会学）を
編集代表として構想が練られているところである。筆者
は「防災パラダイムの転換」の巻の編著を担当予定。
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２００７年の学会創設以来、筆者にとってはメイン学会で
あるところの日本災害復興学会の２０１３年初頭の学会大
会・理事会総会において、「関東ブロック学術推進委員
会」が設置された。東日本大震災が発生して、これまで
関西方面中心（関西学院大学・復興制度研究所）であっ
た事務局機能を関東・東北方面にも拡充させようとのこ
とで、関東ブロック学術推進委員会が設置されたが、そ
の初代委員長を拝命することとなった（同委員長を学会
副会長級とすることがあわせて承認された）。もともと
同学会の学会誌編集委員会に属していて、学術的実践的
成果を世に広く問う仕事に従事してきたところである
が、今回、東日本大震災復興研究実践を専らに扱う部署
に就くこととなり、その重責を感じているところであ
る。
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筆者が四半世紀にわたって参加し活動の拠点の一つと
している早稲田大学・地域社会と危機管理研究所では、
東日本大震災が発生して以来、ERESUS（文学学術院東
日本大震災復興支援情報コーナー）を開設して被災各地
の復興支援・調査研究を重ねている。
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早稲田大学では今震災に際して早稲田大学出版部で
「ブックレット：『震災後』に考える」シリーズを刊行し
ており、地域社会と危機管理研究所メンバーの論考は
『津波被災地の５００日（早稲田大学ブックレット）』（写真
３）として今年度初頭に刊行された。昨年度２０１２年４月
１４日（土）、早稲田大学総合人文科学研究センターが開
設され、その発足記念シンポジウム「東日本大震災のい
ま―地域生活と再生に向けての課題」で筆者も報告の機
会に恵まれることとなったが、その報告を原稿化したも
の（大矢根,２０１３b）が同書籍である。
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地域社会と危機管理研究所の調査研究活動に、阪神・
淡路大震災以降、積極的に参画しているメンバーの一
人、防災都市計画研究所・所長の吉川忠寛氏は、今被災
直後の現地踏査で、町長はじめ多くの行政職員や消防団
員を亡くした大槌町との関係を築いてきており、現在、
復興計画と並行して検討が始まっている町内の安渡地区
写真３ ブックレット『津波被災地の５００日』
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防災計画の策定に取り組んでいる。筆者は２００６年度から
五年間、吉川氏が事務局を担う（通称）内閣府・復興検
討委員会の座長を務めたことから６）、復興や防災に関し
て吉川氏とは共通認識を得ており、この度、吉川氏の安
渡地区防災計画策定に参画することとなった。
今年度夏、災害対策基本法が改正され、そこで、従来
の地域

防災計画（傍点筆者）に対して（加えて）、「地区

防災計画」の策定が認められ奨励されることとなっ
た７）。首長率いる基礎自治体が策定する地域防災計画に
対して、その下部の諸地区（例えば、町内会・自治会な
ど）が独自に防災計画を策定してもよい、そして、上位
の基礎自治体はその主旨・検討成果を適宜、地域防災計
画に盛り込むようにすべき、との改正である。地区の実
情を防災計画に反映させることができるようになった反
面、「住民の責務」もあわせて求められることとなっ
た。以下は、このいわば飴と鞭に対峙した大槌町安渡地
区のギリギリの意思表示であり、したがって、だからこ
そ、全国初の取り組みとなる（写真４）。
安渡では例えば多くの壮年層、特に消防団員などが、
一度・二度のみならず、高台から水平線に津波の襲来を
目にしながらも三度にもわたって低地に走り下って災害
時要援護者の救出に向かい（「再入場」＝再び現場に突
入していくこと：消防用語）、ついには共に命を落とし
てしまったという事実を皆が目視して記憶しているので
あるが、それではどこまで互いに助け合うべきだったの
かというギリギリの議論を始めざるを得ない状況に置か
れている。換言すれば、災害時要援護者自身にどこまで
の自助を要求するか、それを明文化するか、という我が
国では初めて俎上にのる議論である。安渡では今年度秋
時点までに、これを「１５分ルール（仮称）」として地区
防災計画の検討・作成を進めてきている。揺れを感じた
ら１

５

分

間

だ

け

は災害時要援護者の搬送手助けをするの
で、事前に被搬送準備を整えておいてください（揺れを
感じたら、しかるべき人が何らかの手法を駆使して、そ
うした要援護者を玄関口で待機させておいてください、
など）というギリギリの検証・検討結果が含まれてい
る。巷で言われる耳ざわりの良い「自助・公助・共助」
システムとは異なる。「共助」という「みなで助け合う」
システムは机

上

の

防

災

シ

ス

テ

ム

であって、実際にはその
「みな」は津

波

て

ん

で

ん

こ

で避難してしまって存在しな
いことになっているわけであるから、したがって現場で
は押し寄せる津波の白波を目視しつつも消防団員に過
剰・過酷な期待・無言の圧力がかかる事態となってい
た。
この矛盾を解決すべくギリギリの議論を展開していく
ためには、だからこそ、亡くなった方々についての避難
（救援）認知行動に関する徹底的な検証が不可欠となる
ところで、これを地元の岩手大学・麦倉哲教授（災害社
会学）が、「東日本大震災犠牲者の生きた証をつむぐ社
会学的研究」として企画・実施している。筆者はこの四
半世紀、早稲田大学「地域社会と危機管理研究所」の前
身、早稲田大学社会科学研究所都市災害部会でご一緒さ
せていただいた麦倉先生の一後輩として、麦倉先生の現
場での真摯な取り組みに、今、再び、学ばせていただい
ているところである。
 	

筆者が１９９１雲仙・普賢岳噴火災害の直接被災地・上木
場（町内会）の長期的復興過程研究に取りかかり始めた
まさに同時期、文化人類学を専攻する清水展教授（京都
大学）はフィリピン・ピナツボ山噴火災害に対峙して研
究実践を重ねられており、この二人が偶然にも１９９４年
度、北京日本学研究中心（日本学を専らとする大学院大
学）に同時期に赴任して教壇に立つこととなり、この赴
任期間中、筆者は清水先生と熟議する機会に恵まれた。
‘at your own risk’…、これは、災害対策基本法６３条の警
戒区域の設定によって、線の向こう側の自宅に立ち入る
ことができずに苦しむ上木場の被災者をいかに眼差す
か、ということを議論しているところで、清水先生より
投げかけられた言葉であった。また、我々災害社会学者
は、復

興

を「損なわれた地域アイデンティティ再構築過
程」ととらえ、住み慣れた古里での生活再建を被災者の
一つの目標像と措定してアクションリサーチを目論む。
しかしながら災害人類学者（人類学的地域研究者）は、
被災前の元
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の
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
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
被災者
達に真摯に寄り添い、新社会創造の現場に対峙・参画す写真４ 大槌町・安渡地区防災計画の策定
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る。そこでは、被災前のあの抑圧された社会関係からの
解放を切に望む圧倒的多数の人々がいて、これを機に、
新しい社会関係、新しいホームランドの建設が希求され
ているのである。したがって、この新しいホームランド
の建設のためには、居住地移動は必ずあり得る選択肢の
一つで、あるいはそもそもの前提で、「従前居住地での
生活再建」は必ずしもかなえられるべき復興イメージで
はない。今年度の研究会合宿では、それではその繋ぐべ
き「アイデンティティ」とは一体何なのであろうかと、
人類学的実践・認識論の根本が提示され、災害社会学に
大きな課題が投げかけられることとなった。
これら深まりつつある議論の成果が、今年度から来年
度にかけて二つの書籍となって刊行される予定である。
一つは、同研究会幹事の木村周平准教授（筑波大学：災
害人類学）が企画・編集する古今書院「フィールドワー
カーシリーズ」の第５巻『未来を見据える災害研究：地
域を捉える／地域を越える』で年末に脱稿、もう一つが
来年度より執筆が始まる予定の、同研究会成果報告書
『自然災害からの創造的復興の支援を目指す統合的な民
族誌的研究』（清水展科研費代表・編集、出版社等、未
定）である。
2
それでは次に、前稿（２０１２年１１月）以降の現地調査の
履歴をあげておく。
第３６回：２月１７日（日）～２月１９日（火）川崎市多摩区
町会連合会石巻視察のご案内
大学地元の町会の皆さんのリクエストにおこたえし
て、被災地視察旅行が実現した。多摩区地域振興課から
大学学長室を経由して筆者のもとに視察コーディネート
の打診があった。
仙台駅でお迎えして観光バスに乗り込み、日和山（写
真５）から門脇・日本製紙・水産加工場集積地を俯瞰し
た後、渡波の仮設住宅を訪問して、住宅内もご案内いた
だき、仮設住宅に居住する皆さんと懇談した。石巻専大
の李東勲准教授にアレンジをお願いして充実した一日と
なった。また、このツアーでは思いがけない再会が実現
した。ツアーに参加した多摩区中野島町会の田村さん
は、筆者とも中野島町会「防災マップづくり」で一緒に
まち歩きをした仲間であるが、同時に田村さんは石巻専
修大学の開放センター長・若月教授と旧知の関係で、若
月先生が石巻専大に着任する以前に富士通にお勤めの
頃、中野島にお住まいで、奥様は田村さんとは地元小学
校の PTA活動のお仲間だったとか。二十年ぶりの再会
だった。
第３７回：２月２３（土）～２月２６（火）大槌町・安渡地区
および石巻市大原小学校
今回の岩手県大槌町安渡地区の防災計画づくりの検討
会では、その冒頭で、昔の写真を手繰りながら復興に向
けての「懐かしい未来」探しが行われた（写真６）。
検討会後、筆者は一行と別れて石巻に向かい、牡鹿半
島にある大原小学校をたずね、昨年度末にアルメニアの
小学生から託されたお見舞い金を手渡した（写真７）。
大原小学校は津波で流失した谷川小学校と合併したが、
それでも総生徒数２２名の小さな小学校で、この日は教頭
先生も参加しての卒業記念制作の木版画に取り組む６年
生３名のクラスも見学させてもらった（写真８）。
写真５ 川崎市多摩区町会連合会石巻視察＠日和山 写真６ 大槌町・安渡地区、写真プロジェクト
154 大矢根淳
番外：３月２３日（土）～３月２７日（水）アルメニアで大
原小学校報告
２０１２年３月にアルメニアを訪問した際に、ここスピタ
ク第３学校の子ども達より、東日本大震災で被災した小
学校の皆さんへとしてお見舞い金を託されていた。それ
を、上記・大原小学校へお届けしたことを、２０１３年３月
のアルメニア訪問の際にお伝えにあがった（写真９）。
アルメニアでは１９８９年１２月の大震災で２.５万人もの犠
牲者を出しており（２０世紀の三大震災の一つ）、東日本
大震災・日本への関心はことのほか高く、アルメニア地
震最大の被災地スピタクの中心地には、東日本大震災の
犠牲者を悼むハチュカル（聖十字架）が建造されてい
る。（写真１０）。また、この度は、被災して２５年目、いま
だ家族１３人で、仮設住宅の二間に住む子だくさんの家族
をたずねて、この四半世紀の仮設住宅生活の辛苦につい
てうかがった（写真１１）。
第３８回：４月１８日（木）～４月１９日（金）
安渡地区の地区防災計画がまとまり、これを大槌町・
碇川町長に手渡しして記者会見を行った（写真１２）。こ
の二ヶ月後、災害対策基本法が改正され、このような地
区防災計画の策定が認められることとなり、こうした草
の根の取り組みが（基礎自治体単位の）地域防災計画に
反映される道筋が拓かれることとなるが、安渡の取り組
みは全国に先がけての第一号となった。
写真７ アルメニアの学校から大原小へお見舞い金 写真９ アルメニアの学校へ、お見舞い金の件、ご報告
写真８ 大原小学校６年生の卒業制作風景
写真１０ アルメニア・スピタクに建立されたハチュカル
写真１１ スピタクの２５年目の仮設住宅生活
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第３９回：４月２７日（土）～４月２９日（月）小渕浜・阿部
宅＆雄勝・阿部宅
東京よりは約一ヶ月遅い桜を愛でながら石巻・牡鹿半
島を回り、筆者のインフォーマントである小渕浜の阿部
さん宅をたずねて、出たばかりのブックレット『津波被
災地の５００日』をお届けした（写真１３）。ちょうど、ワカ
メの選別のお仕事中にお邪魔した。
第４０回：５月１７日（金）～５月１９日（日）石巻市瓦礫処
理場・大原小学校・浜の被災現場
復興大学コーディネーター・伊東孝浩さんにご案内い
ただいて、石巻市の災害廃棄物処理場を見学した後、大
原小学校を再訪して、３月末のアルメニア訪問（大原小
学校へお見舞い金をお届けしたとの報告会）の模様をお
伝えした。翌日、復興大学メンバー・大学交友会員・北
條卓夫さんの牡鹿半島・新山浜にある奥様のご実家のお
屋敷・古民家を拝見した（写真１４）。津波の直撃は免れ
たものの直後の沢からの鉄砲水で流され、少しずつ片づ
けが進んでいるところであった。
第４１回：５月２３日（木）～５月２４日（金）石巻市仮設住
宅調査の打ち合わせ
これまで、市内で活動する NPOフェアトレード東北
に協力して、石巻専大の李東勲先生とともに仮設住宅調
査に取り組んでいたところであるが、今回はその一環
で、石巻仮設住宅自治連合推進会をたずねてお話をうか
がった。メンバーは、東京農工大学グループの中島正裕
准教授（農業環境工学）とその院生・塩田光さん、早稲
田大学 ERESUSの川副早央里さん。その後、市内の仮
設住宅をたずねて、昨年度来の調査の中間報告を行い
（写真１５）、夕方、石巻専大をたずねて、大学周辺の仮設
住宅支援を続ける山崎先生にお話をうかがった。
第４２回：５月３１日（金）～６月１日（土）安渡・吉里吉里
大槌町・安渡地区での防災計画づくりは、同町・吉里
吉里地区にも波及し始めた。吉里吉里地区では岩手大
学・麦倉先生が舵取りして「自主防災計画策定検討会」
が始まった（写真１６／１７）。
翌日は、神社にて吉里吉里の文書史料等を閲覧・複写
写真１２ 安渡地区防災計画策定の記者会見
写真１４ 牡鹿半島・新山浜の古民家内部
写真１３ 小渕浜・阿部さんへ献本
写真１５ 仮設住宅にて調査報告
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作業しつつお話をうかがい（写真１８）、午後から安渡町
会長のご自宅をたずねて消防団長を交えて、今後の防災
計画策定について懇談した（写真１９）。
第４３回：６月２２日（土）～６月２３日（日）早稲田大学地
域社会と危機管理研究所
早稲田大学地域社会と危機管理研究所の浦野教授、院
生・野坂さん、それに NPOまちコミの宮定代表ととも
に、筆者のインフォーマント・小渕浜の阿部さん宅を訪
問した。ちょうどは

む

（穴子）漁が解禁となったばかり
で、あがったばかりの穴子の豪快な白焼きをご馳走にな
った。また、８０を過ぎるお母さんがヒジキの加工をして
いて、一同その作業に見入った。一袋２０kgものヒジキ
を選別して（写真２０／２１）、ドラム缶を改造して造った
写真１６ 大槌町・吉里吉里地区の自主防災計画策定検討会
写真２０ ヒジキの加工
写真１７ 大槌町・吉里吉里地区の自主防災計画策定検討会
写真２１ ヒジキの加工
写真１８ 文書史料等の閲覧・複写＠吉里吉里
写真１９ 安渡町会長宅での打ち合わせ
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釜で真っ黒になるまで煮詰めて（写真２２）製品化する。
「お母さんの小遣い稼ぎ」とは言うものの、それはなん
と一日数袋で数万～１０数万円にもなるという。何とも桁
違いにスケールの大きい浜のお母さんの副業である。
翌日は、石巻の水産加工工場にお邪魔してその履歴と
現状をうかがった。水産加工場ということで水揚げされ
た魚の加工・出荷をイメージしていると、全く話が通ら
ない。世界規模の水産物商社がその正体であった。だか
ら石巻の水産加工は三陸でも別格なのであった。
番外：７月２８日（日）～７月２９日（月）北茨城・大観荘
専大・社会関係資本研究センター主催の国際シンポジ
ウムの翌日、海外よりお招きした来賓を労ってエクス
カーションが開催されて、津波被災から復旧・再現なっ
た北茨城の六角堂（横山大観の別荘）をたずねた。
番外：８月８日（木）／９月１０日（火）大震災研究シ
リーズ企画会議＠法政大学
社会学関係４学会の企画の一つに、研究シリーズの出
版があるが、舩橋先生（法政大学）・田中先生（名古屋
大学）のお声かけで、出版企画会議が夏休み中に都内・
法政大学で二回開催された。東北から長谷川公一教授
（東北大学：環境社会学）、吉野英岐教授（岩手県立大
学：地域社会学）や山口から横田尚俊教授（山口大学：
災害社会学）なども駆けつけ、活気漲る議論となった。
番外：９月１３日（金）建築学会／日本学術会議
建築学会の学会誌『建築雑誌』１２月号の企画「地方分
権社会における建築学」が、同誌編集委員長・饗庭伸准
教授（首都大学東京：復興まちづくり計画）によって企
画され、座談会に参加した。筆者は社会学サイドから
「復興ガバナンス」について論じた（大矢根,２０１３e）。
登壇者は他に、廣瀬克哉教授（法政大学：ガバナンス
論）、藤村龍至専任講師（東洋大学：建築学）であっ
た。
また同日午後、六本木の日本学術会議をたずねた。こ
れは筆者が副会長職に就く日本災害復興学会の学会登録
に関するヒヤリングに応えるもので、学会として学術的
提言を重ねていくためにも学術団体としての登録を完了
しておくことが必要で、また、そのためにはその前提と
して一般社団法人の法人格を取得する必要があることか
ら、その手続き、流れを説明・確認する打合せ・ヒヤリ
ングであった。学会サイドからは、中林一樹会長（明治
大学教授：防災工学）、山中茂樹副会長（関西学院大学
教授：災害社会学）、木村拓郎副会長（減災・復興支援
機構理事長：復興工学）と筆者が参加した。
番外：９月２４日（火）～９月２７日（金）中国社会科学院
中国社会科学院・都市発展環境研究院の李国慶教授よ
り、北京で開催される国際シンポジウム「遷移期におけ
る都市化：国際的な経験と中国への示唆」への登壇を求
められ、「The Process and Reasons of Urbanization of
Rural Area in Japan――The Transformation of Old Cus-
toms and The City Planning Law / Comprehensive Na-
tional Development Plan : in this１００ years from１９２０」
と題して報告した（英語報告）。「コンクリートから人
へ」とは言われているものの、東日本大震災復興は実際
には日本お馴染みの復興公共土木事業中心に進められて
いること（アベノミクス・三

本

の

矢

による「既定復興」
（大矢根,２０１３d））を批判的に論じた。
番外：１０月５日（土）リジリエンス研究会
関東学院大学文学部現代社会学科が主催する国際セミ
ナー「リジリエンスの多様性とその探究」が横浜メディ
ア・ビジネスセンターで開催され、筆者はその第４報告
で登壇して「災害社会学（被災地復興・生活再建）にお
けるリジリエンス概念の導入例―復興ガバナンスと事前
復興をめぐって」と題してプレゼンした。
番外：１０月１２日（土）～１０月１３日（日）日本災害復興学
会大会＠関西大学
今年度の学会大会は関西大学で開催された。この週末
は、筆者にとっては不運なことに当学会の他、日本社会
学会大会（＠慶應義塾大学）と、専大社会科学研究所共
催の国際合同研究会（＠韓国・壇国大学）が重なり、日
本社会学会を残念ながら欠席とし、日韓両研究会をハシ
写真２２ ヒジキの加工
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ゴするスケジュールとなった。
番外：１０月１８日（金）～１０月２０日（日）名古屋大学＆京
都大学
名古屋大学で科研費研究会（代表：黒田吉彦教授「東
南海・南海地震に対する地域社会の脆弱性とプリペアー
ドネスに関する実証的研究」）、京都大学で科研費研究会
（代表：清水展「自然災害からの創造的な復興の支援を
目指す統合的な民族誌的研究」）が繋がり、東京→名古
屋→京都と移動しつつ両研究会に参加して報告した。報
告タイトルは、「原発災害避難システムの脆弱性―災害
社会学的視点で」（名古屋大学）、「復興の現場～その取
り組みの叢生・伝播・制度化：雲仙から中越、東日本へ
～」（京都大学）。
番外：１０月２５日（金）帝京大学医療技術学部・災害看護
帝京大学医療技術学部で災害看護に関する時間講義を
担当して、「復

興

（健やかな地域生活を取り戻す）考――
『１年たったら３年目』に現地で思うこと」と題してお
話した。
番外：１０月２６日（土）専修大学緑鳳学会大会（台風によ
り中止）
専修大学の学内学会・緑鳳会の年次大会でパネルディ
スカッション「東日本大震災のその後」が企画され、筆
者は第４報告者として「世紀末～２１世紀における防災思
想・体制の変容～東日本大震災の復興とこれからの防災
の位相～」をプレゼンする予定でレジュメを用意してあ
ったが、台風２７号接近のため、残念ながら同大会は中止
となった。
第４４回：１０月３１日（木）～１１月２日（土）石巻専修大学
公開シンポジウム
小渕浜・阿部さん宅のお母さんは、男達が出漁した後
には、副業に精を出す。今日は、この時期のワカメ干し
の自家製道具を拝見した。「ほら、これ。鉄の棒で枠つ
くってもらって、そこに、魚とる網をこうやって張った
ら、これでワカメ干すんだよ」（写真２３）。言われて窓の
下の庭を見ると、こうした道具が一面に敷き詰められる
ようにスペースが施されている。これまで何度となくお
邪魔していながら、庭全体・家全体がそのように施工さ
れているとは気付かなかった。離れの納屋には、無数の
道具が収められているが、恐らくそれらも季節毎に取り
出されて来て配置されていくのであろう。
専修大学が文化祭週間・休講のため、この時期に開催
された石巻専修大学の公開シンポジウム「自然災害と大
学」に登壇し、「自然災害後の地域と大学」と題して報
告した。シンポの直前、ちょうど、石巻専大製作の３D
プリンターを使った市街地地図が公開されていたので拝
見した（写真２４）。同シンポにインドネシアより参加・
登壇していたバンダ・アチェの津波災害の現地調査者達
も実に興味深げに見学していた。
第４５回：１１月２３日（土）～１１月２５日（月）安渡＆吉里吉里
大槌町・吉里吉里地区では、第５回防災検討会が開催
され、マップ・マヌーバー（MM）手法による図上演習
が行われた。筆者は、二十数年前に神奈川県西部地震被
害想定調査に参画した際に企画・開発に関わった（そも
そも自衛隊の演練 CPXを市民主体の防災マップづくり
に組み直したもの）履歴を評価されて、吉里吉里での図
上演習の概説と講評を受け持つこととなった。
第４６回：１１月２８日（木）～１１月３０（土）大槌町・安渡地区
「第３回安渡町内会・大槌町懇談会」が開催され、翌
写真２３ 手製ワカメ干し網
写真２４ 石巻市沿岸部の３D復元立体模型
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日は、同町内会で「第１２回安渡町内会防災計画づくり検
討会」が開催され、出席した。
3	
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ここでは、筆者の研究実践のうち特にその社会的還元
について、防災機関との関わり、被災対応・防災に関す
る大学等での講義、および執筆した報告・論文等につい
てあげておく。
 	
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１９９５年阪神・淡路大震災直後に発足した原子力安全技
術センターの『緊急時の人間行動』（１９９８年）刊行プロ
ジェクト、その後、１９９９年 JCO臨界事故を受けて制定
された原子力災害特別措置法に基づき実施されることと
なった原子力総合防災訓練の評価員を経て、２００７年刊
『災害社会学入門』（弘文堂）で「第６章－第２節 新た
なリスクに対峙して：原子力災害の認識と対応」を執筆
していたことから、原発災害の住民避難に関して都道府
県の防災会議に呼ばれることとなった。一昨年度は佐賀
県（玄海原発）、昨年度から今年度にかけては石川県
（志賀原発）に参加している。石川県・志賀原発では、
EPZ ８―１０kmが UPZ３０kmに設定し直されたことで
影響を受ける人口、関連する基礎自治体の数が桁違いに
増え、さらには県域を超えて連繋した対策が必要になっ
ている。自然災害対応のアナロジーを含めて、広域避難
の実績・課題を示すなどのスタンスで、参画していると
ころである。
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首都圏では、東京都中央区の「中央区災害時要援護者
支援体制マニュアル検討協議会」の座長を仰せつかって
おり、２０１３年初頭、その報告書がまとまった。中央区に
は超高層タワーマンションが林立し、阪神・淡路大震災
を契機に創出された防災福祉コミュニティ構想（低層の
木造老朽家屋密集地区の防災）とは異なる認識枠組みが
要求されているところである。
また、これとは別立てであるが、東京都では、大都市
における共助の仕組みとして「防災隣組」事業を進めて
おり、筆者は今年度、その「講習会：災害時要援護者支
援」を担当していて、平日夜間、週末日中に、都内各地
の町内会・自治会を訪れて講演を重ねている。上述の中
央区の委員会で同席した地元自治会の役員さんが、偶然
にもこの都の防災隣組・講習会にも応募されていて、会
場で思わぬ再会を果たしたりする楽しみもある。
さらに、こうした地区防災の取り組みはその所管が多
岐にわたっており、消防庁国民保護・防災部防災課でも
市町村災害対応支援アドバイザー制度を設けているが、
筆者はこのアドバイザーとして登録されていて、今年度
末にかけて、広島県熊野町、岐阜県北方町にうかがうこ
とになっている。
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二十年ほど前、神奈川県西部地震被害想定調査に参加
させていただいた。当時は大学院博士課程の院生だった
が、未来工学研究所の嘱託研究員として雇ってもらっ
て、同調査に参加し、総合調整ワーキンググループで火
災・延焼シミュレーションを担当した。前・未来工学研
究所メンバーが防災＆情報研究所として独立して、今年
度、神奈川県地震被害想定調査を受託することとなり、
筆者は「被害想定（社会科学分野）」に参加することと
なった。あれから二十年、地方分権も進み、今年度同調
査に参加する地方公共団体の担当者も県事業に積極的に
参加し専門的に発言されるので、毎回の会議がとても活
発に進められている。座長・吉井博明教授（東京経済大
学：防災社会工学）のもと、防災社会工学の最高峰を２０
年ぶりに学ばせていただいている。
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今年度で五年度目（最終年度）をむかえる学内・社会
関係資本研究センターでは、一連の研究成果を授業カリ
キュラムに反映させて、今年度は、生田キャンパスで全
学部全学年配当の教養教育科目「総合科目１０６：東日本
大震災から学ぶ持続可能社会への視点」がオムニバス方
式で開講された。筆者は同センター代表・原田博夫教授
の初回「講義ガイダンス：社会関係資本の観点」の翌
週、「防災・減災・復元力」と題して講義を担当した。
また、昨年度１１月、関東学院大学文学部現代社会学科
から災害社会学における resilience（復元＝回復力概念）
について紹介する講演を依頼されたことが繋がり、これ
が今年度は１０月に、同大学国際セミナー「リジリエンス
の多様性とその探究」に発展した。筆者はその第４報告
に位置づけられ、「災害社会学（被災地復興・生活再建）
におけるリジリエンス概念の導入例―復興ガバナンスと
事前復興をめぐって」と題してプレゼンした。
さらに、このレジリエンス概念の検討をめぐっては、
昨年度来、神奈川県の政策研究大学連携センターで取り
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組まれてきたことがらであるが、２０１２年１１月に「神奈川
のレジリエンス（再生力）を考えよう！」と題するシン
ポジウム「シンクタンク神奈川・政策研究フォーラム」
が開催され、筆者もそこに登壇して「防災の視角でレジ
リエンスをとらえる―災害社会学（復興コミュニティ
論）から」と題して報告した。これらの議論の成果が、
２０１３年３月、『かながわ政策研究大学連携ジャーナル
（４－）』として刊行された。
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十数年前に『シリーズ現代社会と看護（第一巻）』（中
央法規）において「阪神・淡路大震災～災害と病院：救
急医療体制と院内看護」を執筆したことがあるが、この
編集にあたっていた現・帝京大学医療技術学部看護学科
長・星直子教授より、東日本大震災に際して、災害看護
を含めた被災地対応についての講義を依頼されて、今秋
で三年目となる。今年は、「復

興

（健やかな地域生活を
取り戻す）考

―「１年たったら３年目」に現地で思うこ
と」と題して、被災地三年目を眼差す社会学的に独自な
視点を紹介した。
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本務校の地元・川崎市とは、この数年、地域防災に関
わるいくつかの事業でご一緒していたことから、今年度
もいくつか協働することとなった。
一つは川崎市教育文化会館の各事業で、今年度は１１月
に、「シニアの社会参加支援事業・活動コース」で「命
を守る備え―災害を乗り切るための知恵」を講義した。
また、多摩区・地域推進課とは、中野島町会「防災マ
ップづくり」以来、地域防災に関わる研究実践として協
働しているが、ゼミナールの学生にも個別に機会をいた
だいており、今年度は、多摩区町会連合会の取材・広報
（ホームページ作成）に参加している（写真２５）。
こうした地元町会との協働の一環で、２０１３年２月に
は、町会連合会の皆さんからのお声かけに応じて、筆者
が石巻の被災各地（日和山・門脇、渡波・仮設住宅団
地、石巻専修大学）をご案内して、視察・交流を行っ
た。
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東日本大震災に関連して２０１２年度末から２０１３年度秋ま
でに執筆・刊行され原稿を以下にあげておく。
大矢根淳,２０１３a,「東日本大震災・現地調査の軌跡・
―生活再建・コミュニティ再興の災害社会学の研究実
践に向けて（覚書）」『専修人間科学論集』Vol.３, No.
２。
大矢根淳,２０１３b,「石巻 市街・牡鹿 まちの復興と生活再
建への災害社会学の視角」浦野正樹他著『津波被災地
の５００日（早稲田大学ブックレット）』早稲大大学出版
部。
大矢根淳,２０１３c,「‘復元＝回復力’概念で読み解くコミ
ュニティ復興の事例研究―Resilience・Social Capital
概念をめぐる一考察（序）」『Eco Forum』第２９巻。
大矢根淳,２０１３d,「復興、防災社会構築におけるレジリ
エンスの含意」『月刊 公明』第９０号。
大矢根淳,２０１３e,「復興のガバナンス」（座談会：地方分
権社会における建築学）『建築雑誌（１２月号）』（座談
会：地方分権社会における建築学）。
注
１） 復興大学は震災直後、仙台学長会議が学都仙台コン
ソーシアムにおいて検討を重ねて、文科省・大学復興セ
ンター構想の一つとして位置づけられたもので、「復興
人材育成教育コース」、「教育復興支援」、「地域復興支援
ワンストップサービス・プラットフォーム」、「災害ボラ
ンティアステーション」の４事業からなる。
２）「総合科目１０６」シラバスは以下を参照のこと。http : //syl-
labus.acc.senshu-u.ac.jp/syllabus/syllabus/search/Syllabus-
Info.do?nendo＝２０１３＆kogikey＝１０８５９＆setti＝１
３） 社会関係資本研究センター主催 国際カンファレンス
「東アジアの社会関係資本を探る―コミュニティ、社会
的信頼、セーフティネットの観点から」（専修大学神田
キャンパス７ 号館３階７３１教室）。
４） http : //www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-２２-t１７４-１.
pdf
５） http : //www.gakkai.ne.jp/jss/２０１１/０９/１７１１１８１１.php
６） 内閣府（防災担当）、平成２２年１２月『地方公共団体にお
写真２５ ゼミ生の多摩区町会連合会活動への参加
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ける災害復興事前対策の推進に関する調査 報告書』お
よび『災害復興対策事例集』として東日本大震災直前に
まとめ上げてあった。同報告書／事例集については、以
下を参照のこと。http : //www.bousai.go.jp/kaigirep/houk
okusho/hukkousesaku/pdf/fukkou１１０１１３.pdf
http : //www.bousai.go.jp/kaigirep/houkokusho/hukkousesa
ku/pdf/fukkou１１０２０８_jirei.pdf
７）「住民の責務に生活必需物資の備蓄等を明記するととも
に、市町村の居住者等から地区防災計画を提案できるこ
ととすること」との表記が加えられた（災害対策基本法
の一部を改正する法律の概要より http : //www.bousai.
go.jp/taisaku/minaoshi/pdf/kihonhou_０１_１.pdf）。
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◇アーキエイド編,２０１２,『浜からはじめる復興計画～牡鹿・
雄勝・長清水での試み』彰国社。
◇復興大学石巻センター,２０１３,『平成２３～２４年度の石巻セン
ター活動報告―活動内容紹介と復興支援活動の難しさ』
（大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事
業：学都仙台コンソーシアム復興大学・ワンストップサー
ビスプラットフォーム事業）。
◇広原盛明,２０１３,「選択と集中の震災復興計画は被災地を救
うか―東日本大震災復興政策の枠組みを問う」『復興』第
５号（Vol.４, No. １）。
◇堀川三郎,２０１２,「環境社会学にとって『被害』とは何か―
ポスト３.１１の環境社会学を考える一素材として」『環境社
会学研究』第１８号。
◇香坂玲,２０１２,『地域のレジリアンス～大災害の記憶に学ぶ
～』清水弘文堂書房。
◇農文協編,２０１１,『復興の大儀―被災者の尊厳を踏みにじる
新自由主義的復興論批判』農文協ブックレット３。
◇大矢根淳・吉井博明・田中淳・浦野正樹,２００７,『災害社会
学入門』弘文堂。
◇浦野正樹・大矢根淳・吉川忠寛編,２００７,『復興コミュニテ
ィ論入門』弘文堂。
◇山口弥一郎,２０１１（復刻）,『津浪と村』三弥井書店。
本稿、アルメニア調査、石巻６月調査および研究会報告
（京都大学開催）に関しては、平成２３～２６年度科学研究費補
助金・基盤研究（B）「自然災害からの創造的な復興の支援
を目指す統合的な民族誌的研究」（研究代表：清水展・京都
大学、大矢根淳・分担研究者）の成果である。助成に深く感
謝いたします。
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